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事業報告（2017年４月１日から2018年３月31日まで）

１ 会社の新株予約権等に関する事項（2018年３月31日現在）

該当する事項はありません。

－ 1 －

会社の新株予約権等に関する事項



2018/05/22 9:50:55 / 17369744_前澤化成工業株式会社_招集通知（Ｃ）

２ 会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称

新日本有限責任監査法人

(2) 会計監査人の報酬等の額
① 当事業年度に係る報酬等の額 41百万円
② 当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 41百万円
(注)当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分して

おりませんので、当事業年度に係る報酬等の額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等を含めております。
③ 監査役会が会計監査人の報酬等の額について同意した理由

監査役会は、公益社団法人日本監査役協会「会計監査人との連携に関する実務指針(2014年４月10
日)」により、取締役、社内関係部署および会計監査人より必要な資料の入手、報告を受けたうえで、会
計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況、報酬見積りの算定根拠について確認し、審議し
た結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額について同意しております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、2015年５月14日、以下の内容を会計監査人の解任または不再任の決定の方針として決議

いたしました。
① 解任
(ｱ)監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められるなど、計算

書類などの監査に重大な支障が生じる事態となることが予想される場合には、株主総会に提出する会
計監査人の解任に関する議案の内容を決定する。

(ｲ)監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められ、速やかに解
任する必要があると判断した場合には、監査役全員の同意により、会計監査人を解任する。この場
合、監査役会の選定した監査役が、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任し
た旨および解任の理由を報告する。

② 不再任
監査役会は、会計監査人の監査の方法および結果、会計監査人の職務の遂行が適正に実施されること

を確保するための体制などに関し、一般に妥当と認められる基準は確保していると認められるものの、
当社の会計監査人としてより高い監査受嘱能力などを有する会計監査人に変更することが合理的である
と判断した場合、株主総会に提出する会計監査人の不再任に関する議案の内容を決定する。

－ 2 －
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３ 会社の体制および方針
(1) 業務の適正を確保するための体制

当社は、2006年５月10日開催の取締役会において、効率的で適法な企業体制（マネジメントシス
テム）を作ることを目的として、以下を内容とする内部統制システムの基本方針について決議いたし
ました。その後も、環境変化を反映した見直しを適宜行っており、現在の内容は2018年４月27日開
催の取締役会において決議したものであります。

① 当社グループの取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
(ｱ) 当社グループは、行動規範およびコンプライアンス規程を定め、グループコンプライアンス・ハン

ドブックを作成・唱和し、法令遵守および社会倫理の遵守を周知徹底する。
(ｲ) 当社グループは、コンプライアンス体制の整備および問題点の把握に努める。
(ｳ) 当社グループは、内部通報に関するホットライン運用規程を定め、当社グループの役職員および取

引先が利用可能な通報窓口として、監査役および一定の講習を受けた企業倫理担当者による通報窓
口、および社内から独立した外部の弁護士事務所に通報窓口を設置する。

(ｴ) 当社グループは、業務の適正を確保するための体制の整備および運用を行うことなどを目的として、
次の活動を定期的に行う内部統制委員会を設置する。

ⅰ　役職員に対する法令遵守意識の普及、指導および教育
ⅱ　役職員に対するホットラインの存在および利用方法の周知
ⅲ　法令違反行為などの通報状況に係る報告の受領
ⅳ　法令違反行為などの通報に関する調査、措置等および処分に係る報告の受領
(ｵ) 当社グループの役職員がコンプライアンス上の問題を発見した場合は、速やかに内部統制委員会に

報告する体制を構築する。
(ｶ) 業務活動の適正性を監査する目的で、社長直轄の内部監査部門を設置し、当社グループに対する監

査を行う。
(ｷ) 子会社の管轄部門、子会社管理に関する責任と権限、管理の方法などを社内規程などにより定める。
(ｸ) 子会社経営の推進を図り、適正な業務遂行を確認するため、子会社の取締役のうち１名以上は当社

の取締役が兼務する。当該取締役が常勤でない場合は、当社の執行役員または使用人が子会社の常
勤の取締役として出向する。

(ｹ) 監査役は、子会社の監査役と定期的な会合を持ち、連携を図るものとする。
(ｺ) 財務報告を統括する部門は、子会社の財務情報の適正性を確保するための指導・教育を推進する。

－ 3 －
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② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
(ｱ) 職務の執行に係る文書その他の情報（以下「職務執行情報」という。）を、適切に保存および管理

し、必要に応じてその体制の検証などを行う。
(ｲ) 取締役および監査役は、文書化または電磁的媒体化した職務執行情報を常時閲覧できる。

③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(ｱ) 当社グループのリスク管理規程により、リスク分類ごとに責任部署を定め、内部統制委員会がグル

ープ全体のリスクを網羅的、総括的に管理する。新たに発生が想定されるリスクについては、内部
統制委員会で審議し速やかに対処する。

(ｲ) 当社グループの役職員は、リスクに関する情報を入手したときは、情報の内容およびリスクの根拠
を正確かつ迅速に、内部統制委員会に報告する。

(ｳ) 当社グループの内部統制委員会は、責任部署のリスク管理への取組みに関し、指導・教育するとと
もに、リスク管理に関し問題があると認めた場合は、責任部署に対し、改善策の策定を指示すると
ともに、策定された改善策を審議し、適切な管理方法を決定し、取締役会に報告する。

(ｴ) 当社は、不測の事態や危機の発生時に事業の継続を図るため、コンティンジェンシー・プランであ
る「事業継続計画（BCP）」を策定し、当社の役職員に周知する。

④ 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(ｱ) 当社は、三事業年度を期間とするグループ中期経営計画を策定し、当該中期経営計画を具体化する

ため、事業年度ごとのグループ全体の重点経営目標を定める。
(ｲ) 当社グループの定性的、定量的目標を、年間計画として設定し、これに基づく業績管理を行い、業

務効率の最大化にあたっては、客観的で合理性のある経営管理指標などを用い、統一的な進度管理・
評価を行う。

(ｳ) 当社は、当社グループにおける職務分掌、指揮命令系統、権限および意思決定その他の組織に関す
る規程などを定め、子会社には、これに準拠した体制を構築させる。

⑤ 子会社の取締役の職務の執行に係る事項の会社への報告に関する体制
(ｱ) 当社が定める関係会社管理規程に基づき、子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報につい

て、当社は定期的な報告を受ける。
(ｲ) 子会社に重要な事象が発生した場合は、子会社の取締役を兼務する当社の取締役が、当社の取締役

会に報告する。

－ 4 －
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⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項ならびに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項および監査役の当該使用人に対
する指示の実効性に関する事項

(ｱ) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、当社は、監査役の職務を補助する
監査役スタッフなど、監査役の職務を補助すべき使用人を置く。

(ｲ) 監査役の職務を補助すべき使用人の人事異動、評価、懲戒処分などについては、監査役会の同意を
必要とする。

(ｳ) 監査役の職務を補助すべき使用人は、当社の業務執行に係る役職を兼務せず、監査役の指揮命令に
従わなければならない。

⑦ 当社の取締役および使用人が監査役に報告をするための体制および当社子会社の取締役、監
査役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制

(ｱ) 当社グループの役職員は、当社の監査役から業務執行に関する事項について報告を求められたとき
は、速やかに適切な報告を行う。

(ｲ) 当社グループの役職員は、法令違反行為など、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事
実については、当社監査役に対して報告を行う。

(ｳ) 当社の監査役が出席する内部統制委員会において、当社グループにおけるコンプライアンス、リス
ク管理および内部通報状況などの現状を報告する。

⑧ ⑦の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す
るための体制

(ｱ) 当社グループは、当社の監査役へ報告を行った当社グループの役職員に対し、報告をしたことを理
由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底する。

(ｲ) 当社グループのホットライン運用規程において、当該通報をしたことを理由とする解雇その他の不
利益取扱いの禁止を明記する。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他の当該職務の執
行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

(ｱ) 当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払いなど
の請求をしたときは、総務部において審議のうえ、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の
職務の執行に必要でないと証明できた場合を除き、当該費用または債務を処理することを拒むこと
ができない。

－ 5 －
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(ｲ) 監査役会が、独自の外部専門家（弁護士・公認会計士など）を監査役のために設置することを求め
たときは、当社は、当該監査役の職務の執行に必要でないと証明できた場合を除き、その費用を負
担することを拒むことができない。

(ｳ) 当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用などの支払いに充てるため、毎年一定額の予算を
設ける。

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(ｱ) 取締役は、監査役が社内で行われる重要な会議への出席が可能となるよう配慮し、議事録を提出す

るなど、監査役の職務執行に必要な協力を行う。
(ｲ) 取締役および監査役は、定期・不定期を問わず、当社グループが対処すべき課題、コンプライアン

スおよびリスク管理への取組み状況その他の経営上の課題、監査上の重要課題、監査環境の整備な
どについての情報交換を行い、取締役・監査役間の意思疎通を図る。

(ｳ) 内部監査室、監査役および会計監査人の三者は、相互に情報交換や意見交換を行って連携を密にし、
監査の実効性と効率性を高める。

⑪ 財務報告の信頼性を確保するための体制
財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出に

向け、「財務報告に係る内部統制の構築及び評価に関する基本方針」に従い、内部統制システムの整備
および運営を行うとともに、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行う。

⑫ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
｢企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針（2007年6月19日付犯罪対策閣僚会議幹事会

申合せ）」などにより、当社グループは、コンプライアンス規程において反社会的勢力との関係遮断を
定めており、不当要求防止責任者を選定し、顧問弁護士および所轄警察などと連携して情報の共有化を
図る。

また、反社会的勢力排除に関する覚書の締結を進めるなど、反社会的勢力の排除に努める。

(2) 株式会社の支配に関する基本方針
当社は、企業価値を向上させることが、結果として買収防衛にもつながるという基本的な考え方の

もと、中長期的な企業価値の向上に注力いたしており、買収防衛策を導入しない体制としております。

－ 6 －
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連結計算書類
連結株主資本等変動計算書（2017年４月１日から2018年３月31日まで） (単位　百万円)

項目
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 3,387 6,363 26,777 △750 35,777
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰余金の配当 △452 △452
親会社株主に帰属する当期
純利益 134 134
自己株式の取得 △145 △145
株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額（純額）

当連結会計年度変動額合計 － － △317 △145 △462
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 3,387 6,363 26,459 △895 35,314

項目
その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証
券評価差額金

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 1,031 △209 821 36,599
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰余金の配当 △452
親会社株主に帰属する当期
純利益 134
自己株式の取得 △145
株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額（純額） 394 △16 377 377

当連結会計年度変動額合計 394 △16 377 △84
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,425 △225 1,199 36,514

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 7 －
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連結注記表
Ⅰ．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

Ⅱ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１. 連結の範囲に関する事項

連結会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　　　１社
・連結子会社の名称　　　　　　　　株式会社新潟成型

２. 持分法の適用に関する事項
持分法適用関連会社の数　　　　　　なし

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４. 会計方針に関する事項
（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
イ　満期保有目的の債券　　　　　償却原価法（定額法）
ロ　その他有価証券

Ａ　時価のあるもの　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し､時価と比較する取得原価は移動平均法により算定）

Ｂ　時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法
②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

イ　商品、製品、原材料、仕掛品　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り
下げの方法により算定）

ロ　貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿
価切り下げの方法により算定）

（２） 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法（但し、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並

びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法)を
採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・建物及び構築物　　　３～50年
・機械及び装置　　　　８～17年
・工具器具及び備品　　２～20年

②　無形固定資産　　　　　　　　　ソフトウエアについては、社内利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。
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（３） 引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当
連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連
結会計年度に負担すべき額を計上しております。

（４） 退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。
　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に
より按分した額を費用処理しております。
　数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定
額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその
他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

（５） 消費税等の会計処理
　税抜方式を採用しております。

Ⅲ．追加情報に関する注記
　(業績連動型株式報酬制度)

　当社は、2017年6月27日開催の第63回定時株主総会決議に基づき、当連結会計年度より、取締役(社外取締
役を除く。)を対象とする業績連動型株式報酬制度を導入しております。
　本制度は、当社の業績及び株式価値と取締役の報酬との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメ
リットを享受するのみならず株価下落リスクをも負担し、株価の上昇による利益・リスクを株主の皆様と共有
することで中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的としております。

①取引の概要
本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する株式交付信託が当社株式を取得し、業績達成度等一定の
基準に応じて当社が各取締役に付与するポイント数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役に対し
て交付される報酬制度です。なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役退任時となり
ます。

②信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己株式
として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額は144百万円、株式数は
117,400株であります。

Ⅳ．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 34,421百万円
　なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
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Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株 式 数 （ 株 ）

普通株式 15,732,000 － － 15,732,000

２. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

2017年６月27日
定時株主総会 普通株式 226百万円 15円00銭 2017年３月31日 2017年６月28日

2017年10月31日
取締役会 普通株式 226百万円 15円00銭 2017年９月30日 2017年12月４日

３. 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
決議 株式の種類 配当金原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2018年６月26日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 226百万円 15円00銭 2018年３月31日 2018年６月27日

（注）2018年６月26日定時株主総会決議に基づく配当金の総額には、株式交付信託が保有する当社株式に対す
る配当金１百万円が含まれております。

Ⅵ．金融商品に関する注記
１. 金融商品の状況に関する事項

（１） 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については、主に安全性の高い金融資産で運用しております。また、資金調達に
ついては、短期的な運転資金は銀行借入により調達しております。

（２） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスク
に関しては当社グループの売掛債権管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主
な取引先の信用状況を四半期ごとに把握する体制としております。
　有価証券及び投資有価証券は、主に債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、信用リスクや金利変
動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、定期的に時価や発行体（業
務上の関係を有する企業）の財務状況等を把握し取締役会に報告されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、その全てが１年以内の支払期日であります。
　借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。変動金利の借入金はなく、金利の変動リスクはありません。
　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰
計画を作成するなどの方法により管理しております。

（３） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含
まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ
とにより、当該価額が変動することがあります。
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２. 金融商品の時価等に関する事項
　2018年３月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。(注)２をご参
照下さい。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

⑴　現金及び預金 10,167 10,167 －
⑵　受取手形及び売掛金 5,815 5,815 －
⑶　電子記録債権 2,810 2,810 －
⑷　有価証券及び投資有価証券
　　①　満期保有目的の債券 2,001 1,988 △13
　　②　その他有価証券 5,122 5,122 －

資産　計 25,918 25,904 △13
⑴　支払手形及び買掛金 3,375 3,375 －
⑵　電子記録債務 156 156 －
⑶　短期借入金 500 500 －
⑷　未払法人税等 144 144 －

負債　計 4,177 4,177 －
(注)１. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資産
（１） 現金及び預金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（２） 受取手形及び売掛金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（３） 電子記録債権

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（４） 有価証券及び投資有価証券

　有価証券については、債券は取引金融機関から提示された価格によっており、短期間で決済されるものに
　ついては、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
　投資有価証券については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から
　提示された価格によっております。
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①　満期保有目的の債券における種類ごとの連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりで
　あります。なお、当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。

種類 連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

時価が連結貸借
対照表計上額を
超えるもの

⑴　国債・地方債等 － － －
⑵　社債 700 701 1
⑶　その他 － － －

小計 700 701 1

時価が連結貸借
対照表計上額を
超えないもの

⑴　国債・地方債等 － － －
⑵　社債 1,001 996 △5
⑶　その他 300 290 △9

小計 1,301 1,286 △14
合計 2,001 1,988 △13

②　その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、連結貸借対照表計上額及びこれらの差額に
　ついては、次のとおりであります。

種類 連結貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価又は償却原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表
計上額が取得原
価又は償却原価
を超えるもの

⑴　株式 3,288 1,235 2,052
⑵　債券 － － －
⑶　その他 － － －

小計 3,288 1,235 2,052

連結貸借対照表
計上額が取得原
価又は償却原価
を超えないもの

⑴　株式 43 44 △0
⑵　債券 － － －
⑶　その他 1,791 1,793 △2

小計 1,834 1,838 △3
合計 5,122 3,073 2,049

負債
（１） 支払手形及び買掛金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（２） 電子記録債務

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（３） 短期借入金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（４） 未払法人税等

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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(注)２. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券
　非上場株式 15

合計 15
　これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを要する
と見込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため「資産（４）
有価証券及び投資有価証券、その他有価証券」には含めておりません。

(注)３. 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
1年以内

（百万円）
1年超5年以内
（百万円）

5年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

預金 10,167 － － －
受取手形及び売掛金 5,815 － － －
電子記録債権 2,810 － － －
有価証券及び投資有価証券
　満期保有目的の債券 － 1,100 900 －
　その他有価証券のうち満期があるもの 1,500 300 － －

合計 20,293 1,400 900 －

(注)４. 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
1年以内

（百万円）
1年超2年以内
（百万円）

2年超3年以内
（百万円）

3年超4年以内
（百万円）

4年超5年以内
（百万円）

5年超
（百万円）

短期借入金 500 － － － － －
合計 500 － － － － －
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Ⅶ．賃貸等不動産に関する注記
　当社及び子会社では、埼玉県その他の地域において、賃貸用土地や賃貸倉庫を所有しております。これらの賃貸
等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであります。

用途
連結貸借対照表計上額（百万円） 当期末の時価

（百万円）当期首残高 当期増減額 当期末残高
賃貸用土地 144 － 144 1,400

駐車場 5 △0 5 18
賃貸倉庫 33 △0 33 59

合計 184 △0 184 1,477
(注)１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
(注)２. 当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいた金額であります。

　また、賃貸等不動産に関する2018年3月期における損益は、次のとおりであります。

用途
連結損益計算書における金額（百万円）

受取賃貸料 賃貸費用 差額 その他（売却損益等）
賃貸用土地 86 9 77 －

駐車場 0 0 0 －
賃貸倉庫 0 0 0 －

合計 88 9 78 －
（注）受取賃貸料及び賃貸費用は、賃貸収益とこれに対応する費用（減価償却費、租税公課等）であり、それぞ

れ「営業外収益」及び「営業外費用」に計上されております。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
１. １株当たり純資産額 2,441円84銭
２. １株当たり当期純利益 8円93銭

（注）当社は、当連結会計年度より株式交付信託を導入し、当該信託が保有する当社株式を連結計算書類におい
て自己株式として計上しています。これに伴い、1株当たり純資産額の算定上、当該信託が保有する当社株
式を期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。また、1株当たり当期純利益の算定上、
当該信託が保有する当社株式を普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており
ます。

　　　なお、1株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式数は、当連結会計年度末において、117,400
株であり、1株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、37,943株であり
ます。
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計算書類
株主資本等変動計算書（2017年４月１日から2018年３月31日まで） (単位　百万円)

項目

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

別途積立金 繰越利益剰余金
当 期 首 残 高 3,387 6,363 846 22,210 3,737
当 期 変 動 額

剰余金の配当 △452
当期純利益 234
自己株式の取得
株主資本以外の項目の当期
変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △218
当 期 末 残 高 3,387 6,363 846 22,210 3,519

項目
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評 価 差 額 金
当 期 首 残 高 △750 35,794 1,031 36,826
当 期 変 動 額

剰余金の配当 △452 △452
当期純利益 234 234
自己株式の取得 △145 △145 △145
株主資本以外の項目の当期
変 動 額 （ 純 額 ） 394 394

当 期 変 動 額 合 計 △145 △363 394 30
当 期 末 残 高 △895 35,431 1,425 36,857

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
Ⅰ．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１. 有価証券の評価基準及び評価方法

（１） 満期保有目的の債券　　　　　　　償却原価法（定額法）
（２） 子会社株式　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法
（３） その他有価証券

①　時価のあるもの　　　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し､時価と比較する取得原価は移動平均法により算定）

②　時価のないもの　　　　　　　　　移動平均法による原価法
２. たな卸資産の評価基準及び評価方法

（１） 商品、製品、原材料、仕掛品　　 　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切
り下げの方法により算定）

（２） 貯蔵品　　　　　　　　　　　　 　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による
簿価切り下げの方法により算定）

３. 固定資産の減価償却の方法
（１） 有形固定資産　　　　　　　　　　定率法（但し、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
は定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・建　　　　物　　　　３～50年
・機械及び装置　　　　８～17年
・工具器具及び備品　　２～20年

（２） 無形固定資産　　　　　　　　　　ソフトウエアについては、社内利用可能期間（５年）に基づく定額法
を採用しております。

４. 引当金の計上基準
（１） 貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

（２） 賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち
当事業年度に負担すべき額を計上しております。

（３） 役員賞与引当金　　　　　　　　　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当
事業年度に負担すべき額を計上しております。
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（４） 退職給付引当金　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生している
と認められる額を計上しております。退職給付債務の算定にあたり、
退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を費用処理して
おります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 数理計算上の差異は、各期の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生
の翌事業年度から費用処理しております。

５. 消費税等の会計処理
税抜方式を採用しております。

Ⅲ．追加情報に関する注記
取締役に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する注記については、連結計算書類「連結注記表(追加情
報に関する注記)」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

Ⅳ．貸借対照表に関する注記
１. 有形固定資産の減価償却累計額 32,321百万円

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
２. 関係会社に対する金銭債権債務

（１） 短期金銭債権 53百万円
（２） 短期金銭債務 41百万円

Ⅴ．損益計算書に関する注記
    関係会社との取引高

（１） 営業取引 518百万円
（２） 営業取引以外の取引 0百万円

Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数

株式の種類 当 事 業 年 度
期首株式数（株）

当 事 業 年 度
増加株式数（株）

当 事 業 年 度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 660,849 117,460 － 778,309

（注）自己株式の数の増加は、株式交付信託による買付け117,400株及び単元未満株式の買取り60株によるもの
であります。
なお、当事業年度末の自己株式数のうち、当該信託が保有する株式は117,400株であります。
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Ⅶ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 17百万円
賞与引当金 136百万円
貸倒引当金 0百万円
退職給付引当金 37百万円
資産除去債務 62百万円
たな卸資産評価損 151百万円
ゴルフ会員権評価損 27百万円
その他 85百万円
繰延税金資産　小計 518百万円
評価性引当額 △49百万円
繰延税金資産　計 468百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △623百万円
その他 △23百万円
繰延税金負債　計 △647百万円
繰延税金資産（負債）の純額 △178百万円

Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記
子会社

種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容

取引金額
科目 期末残高

（百万円）貸付
（百万円）

回収
（百万円）

子会社 株式会社
新潟成型

所　有
直　接
100％

技術提携
役員兼任
資金援助

資金の貸付
（注） － － 関係会社

短期貸付金 500

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定しております。

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記
１. １株当たり純資産額 2,464円75銭
２. １株当たり当期純利益 15円57銭

（注）連結計算書類「連結注記表(1株当たり情報に関する注記）」に記載のとおり、株式交付信託が保有する当
社株式を控除する自己株式に含めております。
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